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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　時計の時打ち機構（１００）であって、
　少なくとも１つのゴングまたは放射要素（２）を支持する固定構造（１）と、
　前記機構（１００）に含まれる作動可動部品（４）の作用下で前記固定構造（１）に対
して相対的な可動ハンマ（３）とを備え、前記作動可動部品（４）は、少なくとも１つの
前記ゴングまたは放射要素（２）の打撃のために前記可動ハンマ（３）のアンクルおよび
解放を制御するように配置され、
　前記時打ち機構（１００）は、前記可動ハンマ（３）を吊り下げるために、少なくとも
１つの可撓性ガイド（１０）を備え、前記可撓性ガイド（１０）は、前記固定構造（１）
と前記可動ハンマ（３）との間に配置されて、前記可動ハンマ（３）のムーブメントを可
能にし、前記固定構造（１）と前記可動ハンマ（３）との間に唯一の恒久的な機械的連結
部を形成することを特徴とする時打ち機構（１００）。
【請求項２】
　前記時打ち機構（１００）は、前記作動可動部品（４）を駆動して時打ち機構を実行し
、かつ前記作動可動部品（４）に巻きサイクルを実行させるように配置され、前記巻きサ
イクル中、前記作動可動部品（４）は、前記可動ハンマ（３）を駆動しながら、一定量の
エネルギーを蓄積する前記少なくとも１つの可撓性ガイド（１０）にエネルギーを供給し
、その後、前記可動ハンマ（３）を解放して、前記可撓性ガイド（１０）に蓄積された前
記エネルギーに対応する一定量のエネルギーを用いて、降下中に前記可動ハンマ（３）に
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よる少なくとも１つの前記ゴングまたは放射要素（２）の打撃によって前記時打ち機構を
実行することを特徴とする、請求項１に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項３】
　少なくとも１つの可撓性ガイド（１０）は平面状で、前記固定構造（１）と前記可動ハ
ンマ（３）との間に配置されて、単一平面（Ｐ）のみにおける前記可動ハンマ（３）のム
ーブメントを可能にすることを特徴とする、請求項１に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項４】
　少なくとも前記可撓性ガイド（１０）は複数の弾性ストリップ（１１）を備え、前記弾
性ストリップ（１１）は、前記単一平面（Ｐ）または前記単一平面（Ｐ）に平行な複数の
平面において延び、互いに平行であるか、または実際に、仮想回動軸（Ｄ）の高さで前記
単一平面（Ｐ）上において突出して交差していることを特徴とする、請求項３に記載の時
打ち機構（１００）。
【請求項５】
　少なくとも１つの前記可撓性ガイド（１０）は、少なくとも１つの双安定または多安定
弾性ストリップを備えることを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打ち
機構（１００）。
【請求項６】
　前記時打ち機構（１００）は少なくとも１つの前記可撓性ガイド（１０）を備え、前記
可撓性ガイド（１０）は、単一平面（Ｐ）における前記可動ハンマ（３）の巻きおよび降
下移動時に前記可動ハンマ（３）を案内し、降下移動の終了時に前記可動ハンマ（３）を
加速させるように配置されることを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時
打ち機構（１００）。
【請求項７】
　少なくとも１つの前記可撓性ガイド（１０）は、単一平面（Ｐ）における前記可動ハン
マ（３）の巻きおよび降下移動時に前記可動ハンマ（３）を案内するように配置された少
なくとも１つの第１の弾性ストリップと、降下移動の終了時に前記可動ハンマ（３）を加
速させるように配置された少なくとも１つの第２の弾性ストリップとを備えることを特徴
とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項８】
　前記可撓性ガイド（１０）のうちの少なくとも１つは補強ストリップ（１２）を備え、
前記補強ストリップ（１２）は、前記可動ハンマ（３）の降下移動中および前記ゴングま
たは放射要素（２）に対する打撃前に、前記固定構造（１）に堅く接続された固定バンキ
ング（１３）に特に中央部分において当接することにより協働するように配置されて、前
記可動ハンマ（３）が前記ゴングまたは放射要素（２）に衝突する直前に前記可動ハンマ
（３）を加速させることを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打ち機構
（１００）。
【請求項９】
　前記可動ハンマ（３）は、前記可動ハンマ（３）を回動させるための巻き段階中に前記
作動可動部品（４）に含まれる作動歯（１５）と協働するように配置された第１の巻き歯
（１４）を備え、
　前記可動ハンマ（３）は、前記第１の巻き歯（１４）から離れたところに、前記ゴング
または放射要素（２）を叩くように配置されたストライカ（１７）を備え、
　前記時打ち機構（１００）は、前記第１の巻き歯（１４）付近および前記ストライカ（
１７）付近に前記可撓性ガイド（１０）を備えることを特徴とする、請求項１～４のいず
れか一項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項１０】
　前記可動ハンマ（３）は、前記可動ハンマ（３）を回動させるための巻き段階中に前記
作動可動部品（４）に含まれる作動歯（１５）と協働するように配置された第１の巻き歯
（１４）を備え、
　前記可撓性ガイド（１０）は、前記第１の巻き歯（１４）付近に少なくとも第１の弾性
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ストリップを備え、
　前記可動ハンマ（３）は、前記第１の巻き歯（１４）から離れたところに、前記ゴング
または放射要素（２）を叩くように配置されたストライカ（１７）を備え、
　前記可撓性ガイド（１０）は、前記ストライカ（１７）付近に少なくとも第２の弾性ス
トリップを備えることを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打ち機構（
１００）。
【請求項１１】
　前記時打ち機構（１００）は、時打ち機構香箱ならびに／またはエネルギー蓄積および
分配手段を備え、
　前記可動ハンマ（３）は、前記可動ハンマ（３）を回動させるための巻き段階中に前記
作動可動部品（４）に含まれる作動歯（１５）と協働するように配置された第１の巻き歯
（１４）と、巻きの終了時および少なくとも降下開始時に２つのさらなる前記作動歯（１
５）間に挿入されるように配置された第２の外れ防止歯（１６）とを備えて、前記時打ち
機構香箱ならびに／またはエネルギー蓄積および分配手段の制御されない巻戻しを防止す
ることを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項１２】
　前記可動ハンマ（３）は、少なくとも１つのハンマ磁石（２３）または強磁性ハンマ要
素を備え、前記ハンマ磁石（２３）または強磁性ハンマ要素は、可動部品の強磁性要素ま
たは可動部品の磁石（２４）と協働して、前記作動可動部品（４）により前記可動ハンマ
（３）を駆動および解放するように配置されることを特徴とする、請求項１～４のいずれ
か一項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項１３】
　前記可動ハンマ（３）は実質的な回転ムーブメントまたは回転ムーブメントの組合せに
よって動くことを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打ち機構（１００
）。
【請求項１４】
　前記可動ハンマ（３）は長手方向ムーブメントによって動くことを特徴とする、請求項
１～４のいずれか一項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項１５】
　前記可動ハンマ（３）は長手方向ムーブメントによって動き、
　前記可動ハンマ（３）は、ベアリング・ブロック（３４）内で長手方向に案内される可
動フレーム（３３）を備え、前記可動フレーム（３３）は内部にチャンバ（３５）を備え
、前記チャンバ（３５）内に、静止突起（３６）が前記作動可動部品（４）に含まれる作
動歯（１５）と協働するように配置されることを特徴とする、請求項１～４のいずれか一
項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項１６】
　前記可動ハンマ（３）および前記可動ハンマ（３）を支持する前記可撓性ガイド（１０
）、ならびに前記可動ハンマ（３）が協働する前記ゴングまたは放射要素（２）は、単一
平面（Ｐ）に沿って突出し、前記単一平面（Ｐ）に垂直な平面に関して対称であることを
特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項１７】
　前記時打ち機構（１００）は、前記可動ハンマ（３）を吊り下げるために、互いに離れ
た別々の複数の平面状可撓性ガイド（１０）を備えることを特徴とする、請求項１～４の
いずれか一項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項１８】
　前記時打ち機構（１００）は、複数の前記可動ハンマ（３）と複数の前記ゴングまたは
放射要素（２）とを備えることを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打
ち機構（１００）。
【請求項１９】
　前記可動ハンマ（３）と前記可動ハンマ（３）を支持する前記可撓性ガイド（１０）の
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うちの１つとはともに、前記時打ち機構を規制するように配置された共振器を形成するこ
とを特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の時打ち機構（１００）。
【請求項２０】
　エネルギー蓄積および／または発生手段（２００）と、請求項１～４のいずれか一項に
記載の時打ち機構（１００）を駆動するように配置された時計ムーブメント（３００）と
を備える腕時計（１０００）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、時計の時打ち機構であって、少なくとも１つのゴングまたは放射要素を支持
する固定構造と、前記機構に含まれる作動可動部品の作用下で前記固定構造に対して相対
的な、平面における可動ハンマとを備え、作動可動部品は、少なくとも１つの前記ゴング
または放射要素の打撃のために前記ハンマのアンクルおよび解放を制御するように配置さ
れる時打ち機構に関する。
【０００２】
　本発明はさらに、エネルギー蓄積および／または発生手段と、そのような時打ち機構を
駆動するように配置された時計ムーブメントとを備える腕時計に関する。
【０００３】
　本発明は、時計の時打ち機構またはアラーム機構の分野に関する。
【背景技術】
【０００４】
　本発明は、時打ち機構およびアラーム機構に関し、特に、これらの機構に含まれるハン
マを作動させるためのシステムに関する。
【０００５】
　従来の設計のゴング作動機構は、通常、ハンマを作動させてゴングまたは放射要素を叩
くアンクル・アセンブリまたはアンクルを備えるが、このような機構は制限され、特に不
規則であることが多い。
【０００６】
　特に、時打ち機構の音の強さは、機構のエネルギー蓄積中に変化する。
【０００７】
　また、音質は常に最適であるとは限らず、打撃の質を最適化することによって向上させ
る必要がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】スイス特許出願ＣＨ０１４２１／１６
【特許文献２】欧州特許出願ＥＰ１６１９５４０５．２
【特許文献３】欧州特許ＥＰ２８３１６７７Ｂ１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、時打ち機構またはアラーム機構の打撃の質および規則性を向上させることを
提案する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この目的のために、本発明は、請求項１に記載の時計の時打ち機構に関する。
【００１１】
　本発明はさらに、エネルギー蓄積および／または発生手段と、そのような時打ち機構を
駆動するように配置された時計ムーブメントとを備える腕時計に関する。
【００１２】
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　添付図面を参照しながら以下の詳細な説明を読めば、本発明のさらなる特徴および利点
が明らかになろう。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】突出交差ストリップを有する可撓性ガイドにハンマが取り付けられた、時打ち機
構の概略部分平面図である。
【図２】図２～図４は、弾性タイプなどのさらなる可撓性ガイドにそのようなハンマを有
し、様々な剛性／力学を有する機構を、図１と同様に示す図である。図２は、突起により
駆動される作動可動部品、ここではハンマを巻く作動車を示す図である。
【図３】完全に巻かれたハンマを示し、ハンマをプレートに接続する可撓性ストリップが
第１の凹面に従って湾曲している様子を示す図である
【図４】ゴングに向かって打撃移動中のハンマを示し、ハンマの可撓性ガイドが、プレー
トに堅く接続された固定バンキングに当接することにより協働し、ハンマを支持する可撓
性ガイドの遠位端が、第１の凹面とは反対側の第２の凹面を使用し、トグルのようにハン
マを押してゴングを叩く様子を示す図である。
【図５】４棒機構を使用する揺り木馬の概略立面図である。
【図６】複数の可撓性ガイドにハンマが取り付けられ、可撓性ガイドが、作動可動部品上
の第１の可撓性ガイドと、ゴングを叩くようにハンマに含まれるストライカ側の第２の可
撓性ガイドとを含む、４棒機構に基づく設計によるさらなる時打ち機構を、図１と同様に
示す図である。
【図７】図７～図１０は、動作シーケンスを示す図である。図７は、衝突直後のシステム
の状態を示す図である。
【図８】静止時のシステムを示す図である。
【図９】ハンマの最大巻き位置を示す図である。
【図１０】ゴングへの衝突中のハンマを示す図である。
【図１１】Ｔｈｅ　Ｓｗａｔｃｈ　Ｇｒｏｕｐ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　＆　Ｄｅｖｅｌｏｐ
ｍｅｎｔ　Ｌｔｄが保持するスイス特許出願ＣＨ０１４２１／１６または欧州特許出願Ｅ
Ｐ１６１９５４０５．２による磁気式脱進機機構を備え、突出交差ストリップを有する可
撓性ガイド上のハンマと、脱進機車により担持される他の磁石と協働するように配置され
た支持磁石とを備える、本発明の代替実施形態を示す図である。
【図１２】直線ガイド上のハンマにより作動する代替実施形態におけるさらなる時打ち機
構を、図１と同様に示す図である。
【図１３】エネルギー蓄積および／または発生手段と、そのような時打ち機構を駆動する
ように配置された時計ムーブメントとを備える腕時計を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明は、時打ち機構およびアラーム機構に関し、より詳細には、ハンマ作動システム
に関する。
【００１５】
　本発明は、可撓性ガイドを使用して、ゴング・ハンマを案内し、元に戻すことを提案す
る。最も基本的な機構が、少なくとも可撓性ガイドにより吊り下げられたハンマを示す図
１に概略的に示される。ここでは、可撓性ガイドは、略平面移動でハンマを案内する２つ
の突出交差弾性ストリップを有する可撓性ガイドの形で非限定的に示される。図１の機構
は、以下のように動作する。作動可動部品、特に作動車、または実際にはアンクルがハン
マを持ち上げ、図示した例のように、ハンマに含まれる歯が作動車に係合しなくなるまで
、ハンマを静止位置から動かして巻きを行う。その後、ハンマは、降下中に、ばねに含ま
れるエネルギーの作用により落下し、ゴングまたは放射要素を叩く。作動車は再びハンマ
に係合し、動作が同様に繰り返される。
【００１６】
　ハンマの静止位置は規定されていない。ハンマの静止位置は衝突位置に非常に近いと好
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ましいと思われる。プレストレスを与えたハンマを用いる解決策も想定することができる
。プレストレスを与えることにより、ハンマに蓄積されるエネルギーを調節することがで
きる。可撓性ガイドが存在すると、特に遊びをなくしてハンマが正確に位置決めされると
いう利点がある。これにより、ハンマの機械的回動の遊びによって既存の時打ち機構に生
じる通常の寄生ノイズをなくすことができる。可撓性ガイドは、ハンマに蓄積されるエネ
ルギーを正確に規定する。したがって、システムは、打撃のたびに同量のエネルギーを供
給することができる。さらなる利点が時打ちの終了時に見られる。時打ちの終了時には、
作動車がハンマを持ち上げることができなくなるが、小さいトルクを加えることにより、
ハンマがゴングまたは放射要素に接触することを防ぎ、したがって、リバウンドなどによ
りゴングを意図せず叩くことを防ぐ。
【００１７】
　ハンマと可撓性ガイドとから形成された組合せシステムが共振器を形成し、この共振器
が時打ち機構の規制に適切に使用されることを理解されたい。
【００１８】
　図２～図４は、可撓性ガイドに含まれる少なくとも１つのストリップの経路上に、その
動作範囲内で障害物を挿入することにより、可撓性ガイドの動的剛性を修正することから
なる代替実施形態を示す。図２はハンマの巻きの中間位置を示し、図３はハンマが完全に
巻かれた位置を示し、図４は、戻り止め、およびハンマが打撃位置へ向かう移動の開始を
示し、衝突直前に、可撓性ガイドがピンまたはさらなる固定障害物に当接した後に、ハン
マがゴングまたは放射要素に接触する。境界で、このバンキングの協働を、まさに衝突の
瞬間に行うことができる。プレートの側面の凹部からハンマまでのストリップの有効長が
図４よりも図３において長いため、図３の位置における機構の剛性は図４の位置よりも低
い。図４の位置において、ストリップ全体が変形するが、図３よりも剛性が高いことが明
らかである。この原理は、カタパルトまたは非常に旧式のプロペラの原理に相当する。
【００１９】
　本発明の代替実施形態は、図５に示す揺り木馬の動作の原理に基づく。この機構は「４
棒機構」として知られる。木馬は通常、小さい振幅で揺れ、大きい振幅で跳ね上がるので
興味深い。木馬をハンマに置き換えることによりこのシステムを入れ換えると、ハンマを
、ゴングまたは放射要素に衝突する直前に、木馬が跳ね上がるように加速させることがで
きる。機構が明らかに簡単であるにもかかわらず、設計は比較的複雑である。多くの解決
策および可能性がある。案内される要素の経路および可動部品の速度は、特許請求する実
施形態により定義することができる。
【００２０】
　腕時計製造のために、４棒回動点またはヒンジ点を可撓性ガイドに置き換える。さらな
る解決策は、棒全体を可撓性ストリップに置き換えることである。設計の例が図６に示さ
れ、様々な動作シーケンスが図７～図１０で説明される。
【００２１】
　４棒システムまたは他の同等の可撓性ガイドが、時打ち直前にハンマを加速させるよう
に設計されると有利である。これは、この機構の主な利点の１つである。
【００２２】
　また、ピンなどのバンキングを加えることもでき、これにより、図４に示す原理に従っ
て、図７～図１０のシステム上における可撓性ガイドの剛性／力学を修正する。
【００２３】
　本発明のさらなる代替実施形態は、Ｔｈｅ　Ｓｗａｔｃｈ　Ｇｒｏｕｐ　Ｒｅｓｅａｒ
ｃｈ　＆　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｌｔｄが保持するスイス特許出願ＣＨ０１４２１／
１６または欧州特許出願ＥＰ１６１９５４０５．２による磁気式脱進機機構に基づくもの
であり、突出交差ストリップを有する可撓性ガイド上のハンマと、脱進機車により担持さ
れるさらなる磁石と協働するように配置された支持磁石とを備える。この代替実施形態は
非常に簡単であり、図１１に示すように、時打ち機構のハンマを作動させるためのこの脱
進機機構の教示を、共振器の代わりに入れ換えるだけでよい。
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【００２４】
　図１２は、ハンマを作動させるために直線可撓性ガイドを使用するさらなる代替実施形
態を示し、作動車が、特にＮｉｖａｒｏｘ－ＦＡＲ　ＳＡが保持する、可動フレーム脱進
機機構に関する欧州特許ＥＰ２８３１６７７Ｂ１に特に記載されるような可動フレームの
隆起部分と協働する。この機構により、傾斜打撃の代わりに直線打撃を行うことができる
ため、大きさの理由で有利となり得る。
【００２５】
　ハンマの長孔内で摺動するピンを（作動車上に）配置することにより、ハンマを作動さ
せることもできる。この場合、ハンマの力学は列の力学に関連するため、ハンマの力学が
修正されることに留意されたい。
【００２６】
　可撓性ガイドにより、多くのムーブメントを実行することができる。特に、ハンマの実
際の回動を実行することができる。
【００２７】
　より詳細には、本発明は、時計の時打ち機構１００であって、少なくとも１つのゴング
または放射要素２を支持する固定構造１と、前記機構１００に含まれる作動可動部品４の
作用下で固定構造１に対して相対的な可動ハンマ３とを備える時打ち機構１００に関する
。この作動可動部品４は、少なくとも１つのゴングまたは放射要素２の打撃のために前記
ハンマ３のアンクルおよび解放を制御するように配置される。
【００２８】
　本発明によれば、時打ち機構１００は、ハンマ３を吊り下げるために、少なくとも１つ
の可撓性ガイド１０を備え、この可撓性ガイド１０は、固定構造１とハンマ３との間に配
置されて、ハンマ３のムーブメントを可能にし、固定構造１とハンマ３との間に唯一の恒
久的な機械的連結部を形成する。図示した非限定的な特定の代替実施形態において、機構
１００は平面型の可撓性ガイド１０を備える。
【００２９】
　より詳細には、時打ち機構１００は、作動可動部品４を駆動して時打ち機構を実行し、
かつ作動可動部品４に巻きサイクルを実行させるように配置され、巻きサイクル中、作動
可動部品４は、ハンマ３を駆動しながら、当該可撓性ガイド１０（一定量のエネルギーを
蓄積する）にある量のエネルギーを供給し、その後、ハンマ３を解放して、この可撓性ガ
イド１０に蓄積されたエネルギーに対応する一定量のエネルギーを用いて、降下中にハン
マ３による少なくとも１つのゴングまたは放射要素２の打撃によって時打ち機構を実行す
る。
【００３０】
　特定の実施形態において、少なくとも１つの可撓性ガイド１０は平面状で、固定構造１
とハンマ３との間に配置されて、単一平面Ｐのみにおけるハンマ３のムーブメントを可能
にする。
【００３１】
　特定の実施形態において、ハンマ３はそのような平面Ｐにおいて可動であり、少なくと
も１つの可撓性ガイド１０は平面型で、複数の弾性ストリップ１１を備え、これらの弾性
ストリップ１１は、平面Ｐまたは平面Ｐに平行な複数の平面において延び、互いに平行で
あるか、または実際に、仮想回動軸Ｄの高さで平面Ｐ上において突出して交差している。
【００３２】
　特定の代替実施形態において、少なくとも１つの可撓性ガイド１０は、少なくとも１つ
の双安定または多安定弾性ストリップを備える。
【００３３】
　代替実施形態において、時打ち機構は少なくとも１つの可撓性ガイド１０を備え、この
可撓性ガイド１０は、平面Ｐにおけるハンマ３の巻きおよび降下移動時にハンマ３を案内
し、降下移動の終了時にハンマ３を加速させるように配置される。
【００３４】
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　より詳細には、少なくとも１つの可撓性ガイド１０は、平面Ｐにおけるハンマ３の巻き
および降下移動時にハンマ３を案内するように配置された少なくとも１つの第１の弾性ス
トリップと、降下移動の終了時にハンマ３を加速させるように配置された少なくとも１つ
の第２の弾性ストリップとを備える。
【００３５】
　特定の実施形態において、可撓性ガイド１０のうちの少なくとも１つは補強ストリップ
１２を備え、この補強ストリップ１２は、ハンマ３の降下移動中およびゴングまたは放射
要素２に対する打撃前に、固定構造１に堅く接続された固定バンキング１３に特に中央部
分において当接することにより協働するように配置されて、ハンマ３がゴングまたは放射
要素２に衝突する直前にハンマ３を加速させる。
【００３６】
　代替実施形態において、ハンマ３は、ハンマ３を回動させるための巻き段階中に作動可
動部品４に含まれる作動歯１５と協働するように配置された第１の巻き歯１４を備え、ハ
ンマ３は、第１の巻き歯１４から離れたところに、ゴングまたは放射要素２を叩くように
配置されたストライカ１７を備え、時打ち機構１００は、第１の巻き歯１４付近およびス
トライカ１７付近に可撓性ガイド１０を備える。
【００３７】
　より詳細には、ハンマ３は、ハンマ３を回動させるための巻き段階中に作動可動部品４
に含まれる作動歯１５と協働するように配置された第１の巻き歯１４を備え、可撓性ガイ
ド１０は、第１の巻き歯１４付近に第１の弾性ストリップを備え、ハンマ３は、第１の巻
き歯１４から離れたところに、ゴングまたは放射要素２を叩くように配置されたストライ
カ１７を備え、可撓性ガイド１０は、ストライカ１７付近に少なくとも第２の弾性ストリ
ップを備える。
【００３８】
　さらなる代替実施形態において、時打ち機構１００は、時打ち機構香箱ならびに／また
はエネルギー蓄積および分配手段を備え、ハンマ３は、ハンマ３を回動させるための巻き
段階中に作動可動部品４に含まれる作動歯１５と協働するように配置された第１の巻き歯
１４と、巻きの終了時および少なくとも降下開始時に２つのさらなる作動歯１５間に挿入
されるように配置された第２の外れ防止歯１６とを備えて、前記時打ち機構香箱ならびに
／またはエネルギー蓄積および分配手段の制御されない巻戻しを防止する。
【００３９】
　磁気的な代替実施形態において、ハンマ３は、少なくとも１つのハンマ磁石２３または
強磁性ハンマ要素を備え、このハンマ磁石２３または強磁性ハンマ要素は、可動部品の強
磁性要素または可動部品の磁石２４と協働して、作動可動部品４によりハンマ３を駆動お
よび解放するように配置される。
【００４０】
　実施形態において、ハンマ３は実質的な回転ムーブメントまたは回転ムーブメントの組
合せによって動く。
【００４１】
　さらなる実施形態において、ハンマ３は長手方向ムーブメントによって動く。より詳細
には、ハンマ３は、ベアリング・ブロック３４内で長手方向に案内される可動フレーム３
３を備え、フレーム３３は内部にチャンバ３５を備え、チャンバ３５内に、静止突起３６
が作動可動部品４に含まれる作動歯１５と協働するように配置される。
【００４２】
　特定の実施形態において、ハンマ３およびハンマ３を支持する可撓性ガイド１０、なら
びにハンマ３が協働するゴングまたは放射要素２は、平面Ｐに沿って突出し、平面Ｐに垂
直な平面に関して対称である。
【００４３】
　代替実施形態において、時打ち機構１００は、ハンマ３を吊り下げるために、互いに離
れた別々の複数の平面状可撓性ガイド１０を備える。
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【００４４】
　代替実施形態において、時打ち機構１００は複数のハンマ３と複数のゴングまたは放射
要素２とを備える。
【００４５】
　代替実施形態において、ハンマ３とハンマ３を支持する可撓性ガイド１０のうちの１つ
とはともに、時打ち機構を規制するように配置された共振器を形成する。
【００４６】
　本発明はさらに、エネルギー蓄積および／または発生手段２００と、時打ち機構１００
を駆動するように配置された時計ムーブメント３００とを備える腕時計１０００に関する
。
【００４７】
　本発明は、以下の多くの利点をもたらす。
　ハンマばねにプレストレスを与えることにより、時打ち機構の一定の強度が可能になる
。
　適切な設計の４棒型機構により、時打ち中にハンマを加速させることができる。
　時打ち機構の音質が向上する。
【符号の説明】
【００４８】
　１　固定構造
　２　ゴングまたは放射要素
　３　ハンマ
　４　作動可動部品
　１０　可撓性ガイド
　１１　弾性ストリップ
　１２　補強ストリップ
　１３　固定バンキング
　１４　第１の巻き歯
　１５　作動歯
　１６　第２の外れ防止歯
　１７　ストライカ
　２３　ハンマ磁石
　２４　磁石
　３３　可動フレーム
　３４　ベアリング・ブロック
　３５　チャンバ
　３６　静止突起
　１００　時打ち機構
　２００　エネルギー蓄積および／または発生手段
　３００　時計ムーブメント
　１０００　腕時計
　Ｄ　仮想回動軸
　Ｐ　平面
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